
監査措置状況報告書

令和5年5月8日

対象審査 令和４年度定期監査（下期）

実施日 令和５年２月３日～３月１４日

担当部署 総合政策部 総合政策課 内線 2436

審　査　の　結　果

対　応　状　況　等

報告日現在の状況 措置済

概　　　　　　　　要

〇検討会出席に伴う謝礼の支払いについて
 
 市は、若者等活動事務所「村半」が有効
に利活用されるよう利活用検討会を令和元
年１０月に設置し、その構成員の謝礼を１
人当たり年額 ２４，０００円と定め、毎
年度５回の検討会が開催されている。
　当検討会は、条例によらず要綱により設
置されているため、構成員には報酬ではな
く報償費として謝金が支出されている。
　構成員の検討会への出席状況及び謝礼金
額を調査したところ、設置以降全ての年度
において数回欠席する構成員が確認された
が、年度末に一括で全構成員へ２４，００
０円が支払われており、今年度も同額の支
払いが予定されている。
　報償費である謝礼は、役務の提供の対価
であり、欠席した構成員にも全額を支払う
ことは適切でないと考える。
　検討会１回当たりの謝礼金額を定め、開
催の都度支払われるよう検討されたい。

　報償費について、令和５年度より検討会１回あ
たりの金額を定め、開催の都度支払う方法に改め
ました。



監査措置状況報告書

令和5年5月8日

対象審査 令和４年度定期監査（下期）

実施日 令和５年２月３日～３月１４日

担当部署 福祉部 福祉課 内線 2082

審　査　の　結　果

対　応　状　況　等

報告日現在の状況 改善中

概　　　　　　　　要

〇新規事業及び拡充事業の執行率について
 
  新規事業及び拡充事業は、注力すべき施策と
して重点的に予算配分が行われており、その執
行率は政策効果を判断する指標と考えているが
、下表のとおり年度末までの執行見込において
も低調であるものが見受けられた。
　所管課においては、予算が有効に活用される
よう、更なる周知を行うなど事業の推進に一層
努められたい。

　※下表抜粋

・事業の名称
　　要電源障がい者災害時電源確保支援事業
・予算規模（円）
　　  ３，６００，０００
・支出負担行為額（円）
　　　　　２５９，４００
・決算見込額（円）
　　　　　４３３，４００
・執行率（％）
　　１２月末　　　７．２
　　年度末　　　１２．０

　要電源障がい者災害時電源確保支援事業につい
ては、対象者と直接関わる医療機関、相談支援専
門員等への制度説明を行い、周知の協力を依頼す
るとともに広報でのさらなる周知を実施します
（広報５月号を予定）。



監査措置状況報告書

令和5年5月8日

対象審査 令和４年度定期監査（下期）

実施日 令和５年２月３日～３月１４日

担当部署 福祉部 福祉課 内線 2082

審　査　の　結　果

対　応　状　況　等

報告日現在の状況 改善中

概　　　　　　　　要

〇新規事業及び拡充事業の執行率について
 
  新規事業及び拡充事業は、注力すべき施策
として重点的に予算配分が行われており、そ
の執行率は政策効果を判断する指標と考えて
いるが、下表のとおり年度末までの執行見込
においても低調であるものが見受けられた。
　所管課においては、予算が有効に活用され
るよう、更なる周知を行うなど事業の推進に
一層努められたい。

　※下表抜粋

・事業の名称
　　手話通訳者等養成事業
・予算規模（円）
　　　　　２００，０００
・支出負担行為額（円）
　　　　　　　　　　　０
・決算見込額（円）
　　　　　　１６，０００
・執行率（％）
　　１２月末　　　０．０
　　年度末　　　　８．０

　手話通訳者等養成事業については、市が実施す
る「手話奉仕員養成講座」の修了者や市内の手話
サークルの加入者を対象に、県が開催する手話通
訳者の資格取得を目的とした「手話通訳者養成講
座」への受講を促すために個別に案内を行うなど
、受講者の確保・拡大を図り当事業の有効活用に
つなげていきます。



監査措置状況報告書

令和5年5月8日

対象審査 令和４年度定期監査（下期）

実施日 令和５年２月３日～３月１４日

担当部署 飛騨高山プロモーション戦略部ブランド戦略課 内線 2278

審　査　の　結　果

対　応　状　況　等

報告日現在の状況 改善中

概　　　　　　　　要

〇新規事業及び拡充事業の執行率について
 
  新規事業及び拡充事業は、注力すべき施策
として重点的に予算配分が行われており、そ
の執行率は政策効果を判断する指標と考えて
いるが、下表のとおり年度末までの執行見込
においても低調であるものが見受けられた。
　所管課においては、予算が有効に活用され
るよう、更なる周知を行うなど事業の推進に
一層努められたい。

　※下表抜粋

・事業の名称
　　関係人口創出・短期人材受入支援事業
・予算規模（円）
　　　２，０００，０００
・支出負担行為額（円）
　　　　　　　　　　　０
・決算見込額（円）
　　　　　３００，０００
・執行率（％）
　　１２月末　　　０．０
　　年度末　　　１５．０

　令和５年度より、短期人材の宿泊費用を補助対象
経費に含める等の制度拡充を実施します。また、通
年事業実施することで夏季の農業者の利用を見込ん
でいるところです。
　利用促進を図るため、宿泊事業者や農業者などの
関係団体へ積極的な周知を行います。



監査措置状況報告書

令和5年5月8日

対象審査 令和４年度定期監査（下期）

実施日 令和５年２月３日～３月１４日

担当部署 商工労働部 雇用・産業創出課 内線 2796

審　査　の　結　果

対　応　状　況　等

報告日現在の状況 改善中

概　　　　　　　　要

〇新規事業及び拡充事業の執行率について
 
  新規事業及び拡充事業は、注力すべき施策
として重点的に予算配分が行われており、そ
の執行率は政策効果を判断する指標と考えて
いるが、下表のとおり年度末までの執行見込
においても低調であるものが見受けられた。
　所管課においては、予算が有効に活用され
るよう、更なる周知を行うなど事業の推進に
一層努められたい。

　※下表抜粋

・事業の名称
　　新型コロナウイルス対策求人情報発信支
援
　　事業
・予算規模（円）
　　　５，０００，０００
・支出負担行為額（円）
　　　　　７６０，０００
・決算見込額（円）
　　　　　７６０，０００
・執行率（％）
　　１２月末　　１５．２
　　年度末　　　１５．２

　新型コロナウイルス対策求人情報発信支援事業
は、ウィズコロナ社会における人流及び経済の回
復に備えて、市内事業者の人材の確保を後押しす
るため、コロナ禍の適応戦略の一つとして創設し
ました。
　市内企業が就職情報webサイトなどを活用して令
和４年６月から９月までに行った求人活動に期間
を限定して実施しましたが、通常の採用スケジュ
ールと異なる期間で緊急的に実施したことや周知
が十分でなかったことなどから、見込みに対して
執行率が低調となりました。
　新規事業及び拡充事業の実施につきましては、
通常事業よりさらにきめ細かな周知に努めます。


